２０１１． ３．　８　 № ２２０　   　発　行　 北海道平和運動ﾌｫｰﾗﾑ幌延現地監視委員会　　
　　ほ ろ の べ 通 信　 　   編　集　 幌 延 現 地 特 別 監 視 員　 本　田　正
資源エネルギー庁、統一地方選挙後に「複数自治体に申入れ」実行！　　 
２０１１年３月３日付け東奥日報の報道によると、４月の統一地方選挙終了後に、全国の複数自治体に、処分地選定に向けた文献調査の実施を、申入れる方向で調整していることが明らかとなりました。

「資源エネルギー庁の申入れ対象は、文献調査の実施を水面下で国に打診、意欲を示している自治体と、国が文献調査を受入れてもらいたい自治体との組み合わせになるもよう。」とのことです。また、「だた、政局の行方によっては、申入れの時期が延期される可能性もある。」とも伝えていますが、文献調査に着手できない状況から、間違いなく申入れが行われると見るべきではないでしょうか。さらに記事によると、青森県は申入れから除かれること、「二つの自治体と明言する」国や電力などの関係者の発言も紹介されています。

これまで国（資源エネルギー庁）は、国民的理解が必要として、処分事業の理解促進活動（全国エネキャラバン，放射性廃棄物ワークショップ，双方向シンポジウムなど）を各地で押し進めてきましたが、現状、地層処分に対する国民の理解はどこまで得られたと言うのでしょうか。ましてや、統一自治体選挙後に、文献調査の受入れ意思を明らかにしたり、国が申入れること自体、「後出しジャンケン」でしかありません。こどもでも、「卑怯な行為」であることを十分認識してやらない行為を、どうして大の大人が行うのでしょうか。

　１９８４年の「幌延」問題同様、またしても「一部の人たちの意向」と「国の意向」による強引な推進による地域の混乱と対立がもたらされようとしています。道内はもとより全国の仲間と連帯し、地層処分をストップさせましょう。

１１年間で２９７億円の支出！　残りの研究期間にどれだけ使うのか？　　 
　幌延深地層研究センターのこれまでの予算と支出に関する情報について、把握できている分だけお知らせします。まず、２０００年度～２０１０年度までの幌延深地層研究センターの年度予算の合計は、２９７億円です。その内訳は以下のとおりです（回答：２０１０年１２月２８日　２２原機（幌）０７２より）。


　２０００　　２００１  ２００２　　２００３　　２００４　　２００５　　２００６　　２００７　　２００８  ２００９　 ２０１０

　　９億　　 １１億　　１４億　　 １９億　　 ２５億　　 ３０億　　 ３６億　　４１億　　 ３８億　　３７億　  ３７億

その内、２００９年８月現在までの建設工事に支出された費用の合計は、約１１１．４億円です。内訳は以下のとおりです（回答：２００９年９月２９日　２１原機（幌）０５７より）。　

・幌延深地層研究センター用地造成工事額　 約８．５億　　・研究管理棟・研究棟建設工事額　　　約１１億

・ゆめ地創館建設工事額（展示物製造等除く）  約８．６億　　・地下施設第Ⅰ期工事額　　　　　　　　　約６６億

・排水処理設備設置工事額（１，２号機）　　　　約５．２億　　・ズリ仮設場設置工事額　　　 　　　　　　約０．８億　　

・天塩川までの放流管路敷設工事額　　　　　 約６．９億　　・ズリ置場設置工事額　       　　　　　約４．４億

　また、２００１年度から２００８年度までの調査研究費用の合計額は約５１．２億円（平均額約６．４億円）です。以下は、把握できた調査費用及び調査機器設置費用です。

・ボーリング調査HDB-１～１１孔の費用総額　 約 ２８億 ・気象観測機器設置工事額（HDB-４）　約０．１億　　　　　　

・河川流量観測機器（４地点）設置工事額　　 約０．１億 ・気象観測機器設置工事額（HDB-９）　約０．１億

・換気立坑先行ボーリング費用　　　　　　　　　 約１．９億　　

　なお、民間アパートなどを厚生施設として契約・管理する費用やラジオ・フォーラムなどの広報費、環境調査費などは含まれていません。

２０１１． ３．　７　№ ２１９　   　発　行　 北海道平和運動ﾌｫｰﾗﾑ幌延現地監視委員会　　

　　ほ ろ の べ 通 信　 　   編　集　 幌 延 現 地 特 別 監 視 員　 本　田　正
元．原子力委員の真意は「（地下施設での）少量の放射性核種の使用」だった！　　 
２０１１年２月６日に旭川市内で開催された資源エネルギー庁事業「放射性廃棄物ワークショップ」に対する道北核廃棄物処分場反対連絡協議会の抗議声明及び当日参加者の質問により、第４４回原子力委員会での松田原子力委員の発言が、まさに協定無視であったことが明らかとなりました。

上記連絡協議会の事務局を担う道北平和フォーラムに、放射性廃棄物ワークショップの主催者であるＮＰＯ法人持続可能な社会をつくる元気ネット（鬼沢事務局長）を通して、松田氏本人からの返事が届けられました。

その内容は、『私がベルギーの現場を訪れたのは、１９９８年のころですので、現在はどうなっているのか原環センターのこの分野の専門家に確認しました（と、エネ庁委託調査の報告書などの掲載個所の情報及び専門家頂戴した資料を提供してきました）。各国の放射性核種を使用した試験は実際の廃棄物を埋めてみるようなものではなく、少量の放射性核種を使用した、吸着・移行・拡散試験とのことです。』との釈明でしたが、この認識こそ大問題であり、抗議されて当然なのです。

松田氏は、日本の地下研究施設でも、ベルギー同様に「微量の放射性核種を使用した試験」を求めていたのです。しかし、１９９８年の幌延深地層研究計画の申入れから強調された点は、以下のとおりです。


1998年10月　深地層研究所（仮称）計画

· 施設には放射性廃棄物を持ち込まないし、深地層研究計画では放射性同位体を用いたトレーサー

試験は行いません。その理由は …モデルとデータに基づく解析方法の合理性が指摘されているた

めです …放射性同位体を用いなくても試験が可能となっております　 

1999年（Ｈ11）  3月19日 　第３回深地層研究所計画検討委員会　（サイクル機構説明・回答） 

・ 本研究においては…ガラス固化体をはじめ放射性廃棄物及び放射性物質を用いた試験は行わない

ことになっていますが …その理由としては、分析技術の進歩により …トレーサーとして放射性

同位体を用いなくても、非放射性の安定同位体を用いた試験が可能であり、深地層研究所では放

射性物質を用いた試験は行う必要がないということです。 　　　　
原子力委員でありながら、幌延の経過も、当時の説明・約束内容も、協定書およびその確認書（以下のとおり）も把握していなかったのか、あるいは、知りながら意図的に発言したのか。どちらにしても、「幌延」計画で使用できるのは、「密閉された放射性核種を利用する計測機器」だけとの約束を無視した発言であり認識です。


協定書．第２条 ：研究実施区域に･･･放射性廃棄物を持ち込むことや使用することはしない。

確認書．２ （３） ：密閉された放射性核種を利用する計測機器の使用を禁止しているものではない。 

　第４４回原子力委員会（2008年）で、原子力委員長が「（地下研究施設で実際に放射性物質を使用した試験を）やっているところもあるということで、松田さんのおっしゃるとおり大いに挑戦したらいいと思います。」と集約され、その後、原子力機構・地層処分研究開発部門長も「…それぞれ深地層の研究施設や地上の研究施設等で研究開発を進めています。これらの施設では実際の地下の環境や地上施設では実際の放射性物質を用いた試験でこれまでの技術を確かめる」と発言した事実に釈明の余地はありません。松田氏発言の趣旨が「少量の放射性核種の使用」であったことを本人が認めた以上、さらに追求し問題化していきましょう。
















